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広告掲載の申し込みは（株）新潟日報メディアネット（☎025-383-8008）へ、１枠（7.3㎝×12.1㎝）163,000円（税込、制作料別途）。掲載した広告についての問い合わせは各広告主へ
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●�令和５年度は、原油価格・物価高騰対策に加え、令和６年能登半島地
震への対応に多くの経費を要したため、基金の一部取り崩しや国から
の財源の活用などにより対応しました。
●�歳入は前年度比0.9%増、歳出は前年度比0.5%減で、コロナ禍

か
への対

応に加え、集中的な降雪・寒波に伴う除排雪に多くの経費を要した令
和４年度と同規模の決算額でした。

新型コロナウイルス感染症および物価高騰対応の取り組み

　新型コロナウイルス感染症は、令和５年５月８日に感染症法上の５類
へ移行し、３年以上続いたコロナ禍への対応は、大きな節目を迎えまし
た。一方、コロナ禍からの経済回復などによる世界的なエネルギー需要
の増加や原材料価格の上昇、円安の影響などにより、日常生活に密接な
エネルギー・食料品などの価格上昇が続きました。このような状況の中、
国からの財源を最大限活用し、各種給付金や事業者支援などの取り組み
を迅速に進めました。

� 単位：億円

決算額 財源※

国県支出金など 一般財源
感染拡大の防止 37 35 2
物価高騰対策など 166 154 12

合計 203 189 14
※財源には翌年度精算額を反映

令和６年能登半島地震対応の取り組み

　令和６年１月１日に発生した地震により、液状化現象による道路の隆
起や陥没、建物被害をはじめ、水道などライフラインの被害、公共交通
機関の運休など、その影響は広範囲に及び、大きな被害を受けました。
　このような状況のもと、193億円の補正予算を編成し、生活・住まいの
再建や市有施設の復旧などに対応しました。補正予算額のうち146億円
を翌年度に繰り越し、令和６年度当初予算と合わせて引き続き必要な取
り組みを実施しています。

� 単位：億円

決算額 財源※

国県支出金など 一般財源
生活の再建支援 30 7 23

公共インフラなどの復旧 8 6 2
その他 1 1 0
合計 39 14 25

※財源には翌年度精算額を反映

◆性質別（経費の経済的性質に着目した歳出の分類）にすると

歳入総額　4,386億9,809万円
※対前年度比　38億1,253万円（0.9%）増

実質収支※�45億6,515万円の黒字
※歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

歳出総額　4,253億3,545万円
※対前年度比　19億4,783万円（0.5%）減

国県支出金

地方譲与税・
税交付金など

地方交付税

諸収入など

歳 入

市税

使用料・手数料

市債
1,356
（+6）

74（±0）
336

（+13）1,114
（▲68）

769
（+74）

399
（+8）

339
（+5）

単位：億円
※（　）内は
前年度比

教育費（教育、生涯学習）

商工費（商工業の振興）
消防費（消防、救急）

災害復旧費（地震関連） その他（議会運営、農林水産業の
振興、雇用の確保など）

総務費
（選挙、戸籍、
防災対策など）

公債費
（市債の返済）

民生費（こども、
高齢者などの福祉）

土木費
（道路、公園、まちづくりなど）

衛生費
（衛生環境の向上） 1,440

（+93）

585
（▲32）580

（▲34）

505
（+23）

452
（+15）

333
（▲44）

９
（+9）149

（▲12）91
（▲39）

109
（+1）

歳 出
単位：億円
※（　）内は
前年度比

公債費（借金の返済）

その他維持補修費
（施設の修繕費）

物件費
（委託経費など）

災害復旧費
（地震関連経費）

扶助費
（社会保障関係費）

人件費
（職員の給料など）

補助費等
（給付金支給や
補助金など）

1,019
（+89）

901
（▲31）

493
（+12）

489
（▲71）

9（+9）

普通建設事業費
（施設の新設や改修など）

448
（+25）

429
（▲53）

396
（+34）69

（▲34）

歳 出
単位：億円
※（　）内は
前年度比

　合併建設計画や政令市としての拠点化に向けた取り組みを進めてきたこと
で市債残高が増え続けていましたが、近年は減少傾向に転じています。
※地方交付税の振り替え財源。返済にかかる費用が地方交付税で措置される
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臨時財政対策債※ 建設事業債など（億円）
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（端数処理の関係で合計が一致しない場合がある）

市債残高の推移

　令和５年度は財政調整基金に36億円を積み立てましたが、令和６年能登半島
地震への対応のため75億円を取り崩したことにより、現在高が減少しました。

主要基金現在高の推移

新潟市の財政状況
～令和５年度決算（一般会計）から
問財務企画課（☎025-226-2195）


